
【別表２】 

 

  通信形式で実施できる科目ごとの上限時間と各科目の総時間 

 

  １ 介護職員初任者研修課程 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

科目
 

 

通信形式で実施

できる上限時間 
総時間

 

 

     

  

     

  

     

  

     

  

     

  

     

  

      

１ 職務の理解      ０時間      ６時間 

２ 介護における尊厳の保持・自立支援    ７．５時間      ９時間 

３ 介護の基本      ３時間      ６時間 

４ 介護・福祉サービスの理解と医療との連携   ７．５時間      ９時間 

５ 介護におけるコミュニケーション技術      ３時間      ６時間 

６ 老化の理解      ３時間      ６時間 

７ 認知症の理解      ３時間      ６時間 

８ 障害の理解   １．５時間      ３時間 

９ こころとからだのしくみと生活支援技術     １２時間     ７５時間 

10 振り返り      ０時間      ４時間 

合計 ４０．５時間   １３０時間 

 

  ２ 生活援助従事者研修課程 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

科目
 

 

通信形式で実施

できる上限時間 
総時間

 

 

     

  

     

  

     

  

     

  

  

     

  

      

１ 職務の理解      ０時間      ２時間 

２ 介護における尊厳の保持・自立支援      ３時間      ６時間 

３ 介護の基本  ２．５時間      ４時間 

４ 介護・福祉サービスの理解と医療との連携     ２時間      ３時間 

５ 介護におけるコミュニケーション技術      ３時間      ６時間 

６ 老化と認知症の理解      ５時間      ９時間 

７ 障害の理解     １時間      ３時間 

８ こころとからだのしくみと生活支援技術 １２．５時間     ２４時間 

９ 振り返り      ０時間      ２時間 

合計   ２９時間    ５９時間 



【別表３】 

 

  免除できる研修科目 

 

  １ 介護職員初任者研修課程 

  

  

   
 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 

 

修了した研修   

  

   

  

  

   

  

  

   

  

  

   

   

生 活 援 助 

従事者研修 
入門的研修

 

 

認知症介護 

基礎研修 

１ 職務の理解    

２ 介護における尊厳の保持・自立支援     

３ 介護の基本        ○        

４ 介護・福祉サービスの理解と医療との連携    

５ 介護におけるコミュニケーション技術       ○         

６ 老化の理解       ○             ○        

７ 認知症の理解        ○            ○       

８ 障害の理解       ○             ○        

９ こころとからだのしくみと生活支援技術    

10 振り返り    

  ○：免除可  ×：免除不可 

 

  ２ 生活援助従事者研修課程 

  

  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 

 

修了した研修                    

                   

                  

                   

                  

                   

                   

                  

                   

                  

                   
 

入門的研修
 

 

訪問介護に関 

する３級課程 

１ 職務の理解        ○       

２ 介護における尊厳の保持・自立支援    

３ 介護の基本       ○        

４ 介護・福祉サービスの理解と医療との連携   

５ 介護におけるコミュニケーション技術   

６ 老化と認知症の理解       ○        

７ 障害の理解       ○        

８ こころとからだのしくみと生活支援技術   

９ 振り返り   

  ○：免除可 

 

  ※ 修了した研修について、資格証明する書面等により確認し、免除するかどうかの決定を行うこと。 

  ※ 免除者がいる場合は、実績報告書提出時に研修科目免除者名簿（様式第５号－５）を提出すること。 



【別表４】                                                                           
   

  研修機関が公表すべき情報の内訳                                              

                                                                                                      

 

研修機関情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人情報 

☆ 

 

 

 

 

 

 

 

●法人格・法人名称・住所等 

●代表者名、研修事業担当理事、取締役名 

△理事等の構成、組織、職員数等 

△教育事業を実施している場合・事業概要 

△研究活動を実施している場合・概要 

△介護保険事業を実施している場合・事業概要 

△その他の事業概要 

△法人財務情報 

 

研修機関情報 

☆ 

 

 

 

 

 

 

 

●事業所名称・住所等 

●理念  

●学則 

●研修施設、設備 

△沿革 

△事業所の組織、職員数等 

△併設して介護保険事業を実施している場合・事業概要 ☆ 

△財務セグメント情報 

 

研修事業情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修の概要 

 

 

 

 

 

 

●対象 

●研修のスケジュール（期間、日程、時間数） 

●定員（集合研修、実習）と指導者数 

●研修受講までの流れ（募集、申し込み） 

●費用 

●留意事項、特徴、受講者へのメッセージ等 

 

課程責任者 

 

 

●課程編成責任者名 

△課程編成責任者の略歴、資格 

 

研修カリキュラ

ム 

 

 

（通信） 

 

修了評価 

 

●科目別シラバス 

●科目別担当教官名 

●科目別特徴 

  演習の場合は、実技内容・備品、指導体制 

●科目別通信・事前・事後学習とする内容及び時間 

●通信課程の教材・指導体制・指導方法・課題 

●修了評価の方法、評価者、再履修等の基準 

 

実習施設 

（実習を行う場

合） 

 

 

 

 

 

 

●協力実習機関の名称・住所等 ☆ 

●協力実習機関の介護保険事業の概要 ☆ 

●協力実習機関の実習担当者名 

●実習プログラム内容、プログラムの特色 

●実習中の指導体制・内容（振り返り、実習指導等） 

△実習担当者の略歴、資格、メッセージ等 

●協力実習機関における延べ人数 

 

                                   



 

 

講師情報 

 

 

 

 

●名前 

●略歴、現職、資格 

△受講者向けメッセージ等 

△受講者満足度調査結果等 

 

実績情報 

 

 

 

 

 

●過去の研修実施回数（年度ごと） 

●過去の研修延べ参加人数（年度ごと） 

△卒業率・再履修率 

△卒後の就業状況（就職率／就業分野） 

△卒後の相談・支援 

 

連絡先等 

 

 

 

●申し込み・資料請求先 

●法人の苦情対応者名・役職・連絡先 

●事業所の苦情対応者名・役職・連絡先 

 

質を向上させるための取り組み 

 

 

 

 

 

 

△自己評価活動、総合評価活動 

△実習の質の向上のための取り組み、研修機関と実習機関との連携 

△研修活動、研究活動 

△研修生満足度調査結果（アンケート、研修生の声など） 

△事業所満足度調査結果（アンケート、事業所の声など） 

 

   

  ●：必須 

  △：可能な限り公表   

  ☆：他のページにリンクで対応可                                                                                  

 ※ インターネット上のホームページにより情報を公開する。 

 ※ サーバーは、法人ごと事業所ごとに自ら確保する。 


